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◇条     例◇ 

 

 

 阪神水道企業団職員の給与の臨時特例に関する条例をここに公布する。 

  平成25年12月 24日  

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦   

阪神水道企業団条例第７号 

   阪神水道企業団職員の給与の臨時特例に関する条例 

 （特別職員の給与に関する条例の特例）  

第 １ 条  平 成 26年 １ 月 １ 日 か ら 同 年 ９ 月 30日 ま で の 間 (以 下 「 特 例 期 間 」 と

い う 。 )に お い て は 、 特別職員の給与に関する条例（昭和27年条例第53号。以下

「特別職員給与条例」という。）第２条に規定する企業長及び副企業長の給料月額の

支給に当たっては、特別職員給与条例附則第３項の規定にかかわらず、企業長にあ

っては給料月額から、給料月額に100分の30を、副企業長にあっては給料月額から、

給料月額に100分の25を乗じて得た額に相当する額を減ずる。 

２  特例期間においては、特別職員給与条例に基づき当該職員に支給される給与のう

ち、地域手当の支給に当たっては、企業長にあっては給料月額に対する地域手当の

月額から100分の30を、副企業長にあっては給料月額に対する地域手当の月額から100

分の25を乗じて得た額に相当する額を減ずる。 

 （一般職員の給与に関する条例の特例）  

第 ２ 条  特 例 期 間 に お い て は 、阪 神 水 道 企 業 団 一 般 職員の給与に関する条例（昭

和27年条例第52号。以下「給与条例」という。）第３条第４項に掲げる給料表の適用

を受ける職員に対する給料月額の支給に当たっては、給料月額から、給料月額に、

当該職員に適用される次の表の左欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の

右欄に定める割合（以下「支給減額率」という。）を乗じて得た額に相当する額を減

ずる。 

職務の級 割合 

１級及び２級 100分の２ 

３級 100分の３ 

４級及び５級 100分の３．５

６級 100分の６ 

７級 100分の８ 

２  特例期間においては、給与条例に基づき当該職員に支給される給与のうち次に掲

げる給与の支給に当たっては、次の各号に掲げる給与の額から、当該各号に定める

額に相当する額を減ずる。 

 ⑴  地域手当 当該職員の給料月額に対する地域手当の月額に当該職員の支給減額

率を乗じて得た額及び当該職員の管理職手当に対する地域手当の月額に100分の10

を乗じて得た額 

 ⑵ 給与条例第21条第１項の規定により支給される給与 前項及び前号に定める額 

 ⑶  給与条例第21条第２項から第５項までの規定により支給される給与 前項及び

第１号に定める額に、同条の規定により当該職員に支給される給与に係る割合を

乗じて得た額 
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 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の特例）  

第 ３ 条  特 例 期 間 に お い て は 、 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（平成14年条例第１号）第４条第１項の規定の適用については、

同 項 中 「 期 末 手 当 」 と あ る の は 、 「 期 末 手 当 の 額 （ こ れ ら の 給 与 の う ち 、

阪神水道企業団職員の給与の臨時特例に関する条例（平成25年 12月条例第７号）第

２条の規定の適用があるものについては、当該額からこの規定により支給に当たっ

て減ずることとされる額に相当する額を減じた額とする。） 」 と す る 。  

 （端数計算）  

第 ４ 条  こ の 条 例 に よ り 給 与 の 支 給 に 当 た っ て 減 ず る こ と と さ れ る 額 を 算 定

す る 場 合 に お い て 、 当 該 額 に 1円 未 満 の 端 数 を 生 じ た と き は 、 こ れ を 切 り

捨 て る も の と す る 。  

   附  則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （減額後の給料月額の調整） 

２  この条例の規定により、給料月額を減額された職員について、他の職員との均衡

上必要があると認められるときは、企業長の定めるところにより、必要な調整を行

うことができる。 

 

 

◇告     示◇ 

 

阪神水道企業団告示第24号 

 平成 25年第２回阪神水道企業団議会定例会において認定された、平成24年度阪神水

道企業団水道事業会計決算は、次のとおりである。 

  平成25年12月 24日  

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦  
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（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

（単位　円）

１．

(1) 17,857,165,069

(2) 9,036,200 17,866,201,269

２．

(1) 1,245,234,307

(2) 2,774,028,625

(3) 2,220,308,806

(4) 1,334,167,211

(5) 14,828,729

(6) 8,013,260,614

(7) 133,253,510 15,735,081,802

2,131,119,467

３．

(1) 6,059,634

(2) 193,822,000

(3) 148,220,630 348,102,264

４．

(1)
2,422,550,046

(2) 3,360,765 2,425,910,811 △ 2,077,808,547

53,310,920

５．

(1) 44,494 44,494 44,494

53,355,414

19,575,907,177

19,522,551,763

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年度 未処 理欠 損金

過年度損益修正益

浄 水 費

経 常 利 益

雑 支 出

特 別 利 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸費

雑 収 益

補 助 金

営 業 外 費 用

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

配 水 費

総 係 費

受 取 利 息

２．平成24年度阪神水道企業団水道事業損益計算書

議会費及び監査費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

分 賦 金

その他の営業収益

原 水 費
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４．平成24年度阪神水道企業団水道事業欠損金処理計算書

（単位　円）

自己資本金 借入資本金

当年度末残高 85,558,635,023 78,343,852,007 62,249,897,811 △ 19,522,551,763

議会の議決による処理額 0 0 0 0

（繰越欠損金）

処理後残高 85,558,635,023 78,343,852,007 62,249,897,811 △ 19,522,551,763

資本剰余金 未処理欠損金
資本金

（単位　円）

１．

(1)

イ． 8,703,850,788

ロ． 17,208,363,275

5,697,290,622 11,511,072,653

ハ． 163,007,426,442

45,842,294,527 117,165,131,915

ニ． 90,376,292,563

54,021,562,798 36,354,729,765

ホ． 38,957,401

25,954,686 13,002,715

ヘ． 955,145,736

668,184,213 286,961,523

ト． 790,400,095

174,825,149,454

(2)

イ． 28,597,232,018

ロ． 330,572,632

ハ． 267,634,324

ニ． 1,082,281

ホ． 7,639,500

29,204,160,755

(3)

イ． 69,856,000

ロ． 473,731,286

ハ． 595,235,238

1,138,822,524

205,168,132,733

２．

(1) 8,267,088,353

(2) 170,194,962

(3) 76,600,042

8,513,883,357

213,682,016,090

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

土 地

５．平成24年度阪神水道企業団水道事業貸借対照表

資 　産 　の 　部

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

器 具 備 品

減価償却累計額

構 築 物

水 利 権

無 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

流 動 資 産 合 計

無形固定資産合計

建 物

減価償却累計額

基 金

出 資 金

投 資

（平成25年３月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

地 上 権

固 定 資 産 合 計

投 資 合 計

長 期 未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品
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３．

(1) 2,846,577,516

(2) 1,391,471,976

4,238,049,492

４．

(1) 2,756,886,213

(2) 2,592,211

(3) 54,655,096

2,814,133,520

7,052,183,012

５．

(1) 85,558,635,023

(2)

イ． 78,343,852,007

78,343,852,007

163,902,487,030

６．

(1)

イ． 58,600,067,004

ロ． 3,350,281,046

ハ． 68,065,213

ニ．その他資本剰余金 231,484,548

62,249,897,811

(2)

イ．当年度未処理欠損金 19,522,551,763

19,522,551,763

42,727,346,048

206,629,833,078

213,682,016,090

年 賦 未 払 金

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

未 払 金

前 受 金

負　　債　　の　　部

受贈財産評価額

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

資　　本　　の　　部

固 定 負 債

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

借 入 資 本 金

自 己 資 本 金

企 業 債

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

欠 損 金

資 本 金

流 動 負 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債

 

                                       

 

阪神水道企業団告示第25号 

 平成 25年第２回阪神水道企業団議会定例会において議決された、平成25年度阪神水

道企業団水道事業会計補正予算は、次のとおりである。 

  平成25年12月 24日  

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦   
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   平成25年度阪神水道企業団水道事業会計補正予算 

第１条 平成25年度阪神水道企業団水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

第２条 平成25年度阪神水道企業団水道事業会計予算(以下「予算」という。）第３条に定 

めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 補正予定額
 △　　　減

　　収　　　　　　　　入   

  第１款　水道事業収益 19,074,574 千円 △ 7,238 千円 19,067,336 千円

　　第２項 営 業 外 収 益 282,822 千円 △ 7,238 千円 275,584 千円

　　支　　　　　　　　出   

  第１款　水道事業費用 19,039,765 千円 △ 42,748 千円 18,997,017 千円

　　第２項 営 業 外 費 用 2,502,446 千円 △ 42,748 千円 2,459,698 千円

（　計　）（科　　目） （既決予定額） （ ）

 
 

第３条 予算第４条に定めた資本的支出の予定額を次のとおり補正し、同条本文中括弧書

全文を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額8,137,398千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額177,555千円及び損益勘定留保資金7,959,843千円で

補てんするものとする。」に改める。 

 

 補正予定額
 △　　　減

　　収　　　　　　　　入  

  第１款　資本的収入 2,977,585 千円 794 千円 2,978,379 千円

　  第１項 企 業 債 695,000 千円 △ 190,000 千円 505,000 千円

　  第３項 国 庫 補 助 金 147,741 千円 190,794 千円 338,535 千円

　　支　　　　　　　　出  

  第１款　資本的支出 10,912,501 千円 203,276 千円 11,115,777 千円

　  第２項 企 業債償 還金 6,213,630 千円 9,524 千円 6,223,154 千円

　  第４項 水 利 負 担 金 1,054,239 千円 193,752 千円 1,247,991 千円

第４条　予算第６条に定めた起債の目的及び限度額中

　「導送配水管路整備事業費 ｢導送配水管路整備事業費

　　充当のため 　695,000千円」 　充当のため 　  505,000千円」

第５条　予算第９条中　｢129,086千円｣　 を ｢121,848千円｣　に改める。

を に改める。

（科　　目） （既決予定額） （　計　）（ ）
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◇公     告◇ 

 

阪神水道企業団公告 

 先着順受付による土地売却を実施するので、次の土地の売渡しに係る買受希望者募

集に関する公告を行う。 

  平成25年12月 20日  

阪神水道企業団 

企業長 山 中   敦   

１  売払い物件一覧 

 ⑴ 土地の表示 

  ア  所  在 地   （物件番号１－２：宝塚市長尾町３番１） 

  イ  地  目    （物件番号１－２）雑種地 

  ウ  土地面積   （物件番号１－２）6,466.43㎡（実測） 

 ⑵ 売却希望価格  （物件番号１－２）５１６,４３０,０００円 

   （予定価格）   

２  買受申込者の資格 

 ⑴ 申込みは、個人及び法人を問わない。 

 ⑵ ２者以上の共有名義で申し込むことができる。 

 ⑶ 申込みした者を買受者とする。 

 ⑷ 次のアからキに該当する者は、申込みをすることはできない。 

  ア  売却物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成

員又は暴力団の事務所その他これに類する用途に利用するなど公序良俗に反す

る用に使用しようとする者 

  イ  売却物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法

律第122号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特

殊営業の用に使用しようとする者 

  ウ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）

第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員若しくは

構成員 

  エ  破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）に基づくところの破壊的団体及び当

該団体の役員若しくは構成員 

  オ  当該売払いに係る土地に関する事務に従事する当企業団の職員 

  カ  売買契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

  キ  次の(ｱ)から (ｴ)までのいずれかに該当する者で、その事実があった後、２年

を経過していない者及びその者を代理人及び支配人並びにその他の使用人又は

代理人として使用する者 

   (ア) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格

の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

   (イ) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

   (ウ) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

   (エ) (ア)から (ウ)までのいずれかに該当する事実があった後、２年を経過しない者を

契約の履行にあたり代理人、支配人その他使用人として使用した者  

３ 申込方法 

 ⑴ 受付期間 平成26年１月14日㈫から平成26年２月３日㈪まで 
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        土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前10時 00分から午後４時00分ま

で（午前11時30分から午後１時30分までを除く。） 

        ※  先着順の受付となるので、売払い物件の買受者が決定した場合

には、期間内であっても当該物件の受付を終了する。 

        ※  受付期間内に申込者がない場合は、受付期間を延長する場合が

ある。 

 ⑵ 受付場所 〒658－ 0073 

        神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

        阪神水道企業団 総務部 財務課 経理係（本庁舎３階） 

        電話078(431)1976（直通） 

 ⑶  受付方法 先着順で受け付けるが、同時に複数の申込みがあった場合は抽選と

する。 

        ※  ここでいう同時とは、受付開始の段階で複数の者が窓口に並ん

でいる場合とする。 

        ※  郵送、電話、ＦＡＸ及びＥメールによる申込みは不可とする。 

 ⑷ 提出書類 指定様式については、阪神水道企業団（以下「企業団」という。）ホ

ームページ（http://www.hansui.or.jp/）「先着順受付による土地売

却案内書」からダウンロードすること。 

         なお、ダウンロードできない環境にある場合は、上記受付場所に

て配付を行う。 

  ア  土地買受申込書兼受付書（指定様式） １通 

    ※  必要事項を記載し、印鑑登録済みの印（法人の場合、会社印ではなく代

表者印）を押印すること。 

      なお、共有による申込みの場合には、全員の記名押印をすること。 

  イ  誓約書（指定様式） １通 

  ウ  印鑑登録証明書（法人の場合は印鑑証明書）（原本） １通 

  エ  市町村税の納税証明書（原本） １通 

    ※  直近の住民税及び固定資産税についてのもの 

  オ  委任状（指定様式）（代理人による契約を希望する場合のみ） 

  カ  成年後見制度における登記されていないことの証明書（個人による申込みの

場合）（原本） １通 

  キ  破産に関する証明書（個人による申込みの場合）（原本） １通 

  ク  商業登記簿又は履歴事項全部証明書（法人による申込みの場合）（原本）１通 

    上記ウ、エ、カ、キ及びクの証明書については、発行後３箇月以内のものに

限る。 

  ※  連名で申し込む場合、上記イからクまでの提出書類は連名者全員分を提出す

ること。 

  ※  提出された書類は、理由にかかわらず一切返却しない。 

４ 申込みの無効 

  次のいずれかに該当する申込みは、無効とする。 

 ⑴ 申込み資格のない者が行った申込み 

 ⑵ 申込み受付期間外に行った申込み 

 ⑶ 土地買受け申込書兼受付書及び誓約書（以下「申込書等」という。）に記載した

内容が不明確な申込み 

 ⑷ 申込書等に記名押印しないで行った申込み 

 ⑸ 所定の申込書等によらない申込み 

 ⑹ 申込書等の記載事項を訂正し、訂正印を押さずに行った申込み 

 ⑺ 申込書等の誤字、脱字等により意思表示が明確でない申込み 

 ⑻  記載した文字を容易に消すことのできる筆記用具を用いて記載した申込書等に
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より行った申込み 

 ⑼ 買受者決定後に行った申込み 

 ⑽ 申込みに関し、担当職員の指示に従わなかった者の申込み 

 ⑾  その他この案内書に記載されている条件に違反したと認められる者の行った申

込み 

５ 契約 

 ⑴ 契約の締結 

  ア  買受者は、有効な受付の先着順に決定する。 

  イ  契約の締結に関する説明は、買受人本人又は委任を受けた代理人に対して行

う。 

  ウ  土地売買契約は、契約の締結に関する説明を受けた日から10日以内に締結す

るものとし、事前に売買代金の10％以上の契約保証金を納付することとする。 

    ※  売買契約は、買受者名義で締結する。また、共有名義で申込みをしてい

る場合は、共有者全員の名義で契約を締結することとする。 

  エ  契約は企業団が買受者とともに土地売買契約書に記名押印したときに確定す

る。 

  オ  買受者が期限までに契約を締結しない場合は、買受者としての効力を失う。 

６ 契約上の特約 

  物件の売買契約には次の特約を付し、買受者はこれらの定めに従わなければなら

ない。 

 ⑴  売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員が

その活動のために利用するなど公序良俗に反する用に使用してはならない。 

 ⑵  売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律

第122号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営

業の用に使用してはならない。 

 ⑶  売買物件を無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法

律第147号）第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員

若しくは構成員が当該団体の活動として無差別大量殺人行為を行ったものに係る

用に使用してはならない。 

 ⑷ 売買物件を破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）に基づくところの破壊的団

体及び当該団体の役員若しくは構成員がその活動のために利用するなど公序良俗

に反する用に使用してはならない。 

 ⑸  売買物件の所有権を移転する場合には、⑴から⑷までを書面により承継させる

ものとし、当該第三者に対して、⑴から⑷までの定めに反する使用をさせてはな

らない。 

 ⑹  売買物件を第三者に使用させる場合は、当該第三者に対して⑴から⑷までの定

めに反する使用をさせてはならない。 

 ⑺  ⑴から⑷までについて、企業団が必要であると認めるときは、実地調査等を行

うこととし、買受者は調査に協力しなければならない。 

 ⑻  ⑴から⑹までの特約に違反したときは売買代金の３割、⑺の特約に違反したと

きは売買代金の１割を違約金として企業団へ支払うこととする。 

   なお、違約金に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てるもの

とする。 

 ⑼  ⑴から⑺までの特約に違反したときは⑻の違約金の徴収に加えて、土地の買い

戻しをすることができる。買い戻しの期間は、契約締結の日から５年間とする。 

 ⑽  当該物件は、昭和62年１月23日付をもって当企業団と地元代表山本農会長金岡

二郎外10名と締結した『覚書』により幅員約４ｍの通路を設置しており、当該通

路は農耕等のため地元住民が自由に通行できるものとする。 
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 ⑾  ⑽に定めた通路については、承継義務が生じていることから、甲から乙へ所有

権移転した後においても通路以外の用に使用してはならない。 

 ⑿  買受者は、当該物件の所有権を第三者に移転する場合には、⑽から⑾の定めを

書面によって承継させるものとし、当該第三者に対して⑽から⑾の定めに反する

使用をさせてはならない。 

 ⒀  買受者は、当該物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して⑽か

ら⑾の定めに反する使用をさせてはならない。 

 ⒁  当該土地において行った土壌汚染調査は、当企業団が任意に５ヶ所の測点を決

めた上で土質調査を行ったもので、結果は全て問題なかったものである。 

   この調査は、土壌汚染対策法に基づく調査ではないが、土壌汚染等について当

企業団は一切の責任の負担をしないものとする。 

 ⒂  買受者は当該物件の買い受け後、買受者の費用負担と責任において、国の環境

基準等による土壌調査を行うものとし、その結果「土壌汚染対策法」「土壌の汚染

に係る環境基準」「土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針」または指導要領（以

上合わせて「土壌汚染対策法等」という。）に基準が定められている物質がその基

準を超えて検出された場合であっても、買受者は、所轄官庁と協議のうえ、土壌

汚染対策法等に従い、対策を講じ又は実施しなければならない。 

   その結果、土壌汚染対策等に多額の費用を要することが判明した場合にあって

も、買受者はこの契約を解除することはできない。 

７ 売買代金の納入 

 ⑴ 金  額  売買代金から契約保証金を差し引いた額とする。 

 ⑵ 納入期限 契約締結日より30日以内とする。 

        ※  納入期限までに売買代金を完納していないときは、契約を解除

することがある。このとき、契約保証金は企業団に帰属すること

とする。 

８ 契約費用及び公租公課等 

 ⑴ 契約書に貼付する収入印紙の費用は、買受者の負担とする。 

 ⑵ 所有権の移転登記に必要な登録免許税は、買受者の負担とする。 

 ⑶  買受者を義務者として課される公租公課その他一切の賦課金は、買受者の負担

とする。 

 ⑷ その他契約に要する費用は、買受者の負担とする。 

９ 所有権の移転及び土地の引渡し 

 ⑴  所有権は売買代金完納と同時に移転するものとする。登記の手続は企業団が行

うが、登録免許税等の諸費用は買受者の負担とする。 

   ※  所有権移転登記は「土地買受申込書兼受付書」に記載された名義でしか行

わない。 

 ⑵  土地の引渡しは現状有姿のまま行い、所有権の移転と同時に行われたものとす

る。また、土地の引渡しが確かに完了したことを証するため、買受者は、売買代

金完納後速やかに「受領証」を提出しなければならない。 

   ※  現地に設置されているフェンス等の撤去は、企業団では行わない。 

10 契約に関する条件 

  買受者が暴力団でないこと等についての誓約書等を契約締結以前に提出すること。 

11 その他注意事項 

 ⑴  現状有姿での売渡しとなるため、必ず事前に現地で現況等を確認し、不明な点

については事前に関係機関に確認のうえ、申込みをすること。 

 ⑵  建物を建築するに当たっては、都市計画法及び建築基準法並びに売買物件の属

する府、県及び市の条例、その他法令等の制限により、指導される場合や開発負

担金等が必要となる場合があるため、事前に関係機関に確認しておくこと。 

 ⑶  買受者は、売買物件の所有権移転登記前に、その物件に係る一切の権利義務を
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第三者に譲渡してはならない。 

 ⑷  売買契約締結の日から売買物件引渡しの日までの間において、企業団の責めに

帰すことのできない事由により、売買物件に滅失、毀損等損害が生じたときは、

その損害は買受者の負担とする。 

 ⑸  買受者は、売買契約締結後、売買物件に数量の不足又は隠れた瑕疵のあること

を発見しても、売買代金の減額又は損害賠償の請求若しくは契約の解除をするこ

とができない。ただし、消費者契約法（平成12年法律第61号）第２条第１項に規

定する消費者に該当する場合は、契約締結の日から２年間、この権利を行使する

ことができる。 

 ⑹  買受者が、売買契約書に定める義務を履行しないために、企業団に損害を与え

たときは、その損害を賠償しなければならない。 

 ⑺  立木の伐採、雑草の草刈り、切り株の除去、フェンス・囲障・擁壁・井戸など

地上・地下・空中工作物の補修・撤去などの負担及び調整は、物件敷地の内外及

び所有権等権利の帰属主体のいかんを問わず、一切企業団では行わない。 

 ⑻  上下水道、電気及び都市ガスなど供給処理施設の引込みが可能である場合、既

存の埋設管等の補修や新たに敷地内への引込みを要することがあるが、これらに

必要な費用の負担、供給処理施設への負担等の支出等は一切行わないので、建築

関係機関及び供給処理施設の管理者等に問い合わせのうえ、各自で対応すること。 

 ⑼  越境物に関する隣接土地所有者との協議や電柱等の移設などについては、すべ

て申込者において行うこととする（契約後に判明した場合も同様とする。）。 

 ⑽  当該物件の一部土地については、現在、宝塚市上下水道局に送配水管布設替工

事のため平成26年５月末日まで行政財産使用許可中であるので、所有権移転登記

後の使用については、同市上下水道局と協議すること。 

 ⑾ 買受者は、この「平成25年度先着順受付による土地売却案内書（１－２）」の記

載内容、物件調書及び売買契約書（標準様式）の各条項をすべて承知したうえで

申し込むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政

令第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４

条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。  
  平成26年１月７日 

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦   

１  入札に付する事項 

 ⑴ 件  名    液体クロマトグラフ・タンデム型質量分析計 一式 

 ⑵ 納入場所   水質試験所（尼崎市田能５丁目11番１号） 

 ⑶ 概  要    液体クロマトグラフ・タンデム型質量分析計の購入（購入仕様 

         書のとおり） 

 ⑷ 納入期間   契約締結日から平成26年３月31日㈪まで 

本件に関する問い合わせ先 

阪神水道企業団 総務部 財務課 経理係 

〒658-0073 神戸市東灘区西岡本３丁目2 0番１号 

電 話（078） 431-1976（直通） 

ＦＡＸ（078） 431-2664 
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 ⑸  支払方法   完納払い 

 ⑹ 前  金  払   なし 

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   １年 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  
   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  
 ⑵  個別資格要件事項  
  ア  阪神水道企業団（以下「企業団」という。）における平成25・26年度競争入札

参加資格（物品：理化学機器）を有していること。 

  イ  購入仕様書に記す液体クロマトグラフ・タンデム型質量分析計と同等物品の

納入、据付け、調整及び所定の性能確認を行った実績を有すること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.or.jp/）「入札・契約情報」内の当該

入札公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。

ダウンロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付する

ので、事前に連絡すること（電話(078)431－ 1902（直通））。 

５ 仕様書に関する質問 

  仕様書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)431－ 2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成26年１月14日㈫ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送  信  先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶  回  答  日    平成 26年１月17日㈮に入札公告ページに掲載する。ただし、入

札公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア  郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号） 

  イ  入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ  同種又は類似する物品の納入実績調書（様式第２号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成26年１月23日㈭まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時    平成26年１月24日㈮ 午前10時 30分から 

 ⑵ 場  所    神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

阪神水道企業団 本庁舎３階 第１会議室 

 ⑶  開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出するこ

と。 
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本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒 658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話 (078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                         

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政

令第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４

条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。  
  平成26年１月７日 

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項  
 ⑴  起工番号   工管事第75号 

   工  事  名   造粒乾燥機用排風機修理工事  
 ⑵  工事場所   尼崎浄水場（尼崎市南塚口町４丁目５番65号) 

 ⑶  工事概要   排水処理棟に設置している造粒乾燥機用排風機の修理を行う。  
  ア  排風機（85㎥/min 2900min-1 15kW 210V）  １台 

  イ  排風機撤去据付工 一式  
  ウ  配管撤去据付工  一式  
  エ  試運転調整工   一式  
 ⑷  工事期間   契約締結日の翌日から平成26年３月20日㈭まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い  
 ⑹  前  金  払   なし  
 ⑺  予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   １年 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  
   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  
 ⑵  個別資格要件事項  
  ア  阪神水道企業団（以下「企業団」という。）における平成25・26年度競争入札

参加資格（登録工種：機械器具設置工事）を有していること。 

  イ  平成15年度以降において、国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関発

注工事の元請として、仕様書に記す同等機器の施工実績を有すること。  
４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.or.jp/）「入札・契約情報」内の当該

入札公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。

ダウンロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付する

ので、事前に連絡すること（電話(078)431－ 1902（直通））。 
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５  設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに

掲載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合

は、ＦＡＸ（(078)431－ 2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成26年１月14日㈫ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送  信  先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶  回  答  日    平成 26年１月17日㈮に入札公告ページに掲載する。ただし、入

札公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア  郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号） 

  イ  入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ  同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

  エ  建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成26年１月23日㈭まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時    平成26年１月24日㈮ 午前10時 45分から 

 ⑵ 場  所    神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎３階 第１会議室 

 ⑶  開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出するこ

と。 
 
本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒 658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話 (078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                        

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政

令第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４

条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。  
  平成26年１月７日 

                           阪神水道企業団 

                           企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 起工番号   工管事第76号 

   工  事  名   次亜塩素酸ナトリウム小出し槽修理工事その２ 

 ⑵ 工事場所   猪名川浄水場（尼崎市田能５丁目11番１号) 

 ⑶  工事概要   Ⅲ系再凝集池に設置されている次亜塩素酸ナトリウム小出し槽 

         の修理を行う。 

  ア  小出し槽（φ1000×H800、外面：FRP t=2mm、内面：PVC t=4mm）  １基 

  イ  小出し槽撤去据付工 一式 

 ⑷ 工事期間   契約締結日の翌日から平成26年３月20日㈭まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い 
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 ⑹  前  金  払   なし 

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   １年 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  
   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  
 ⑵  個別資格要件事項  
  ア  阪神水道企業団（以下「企業団」という。）における平成25・26年度競争入札

参加資格（登録工種：水道施設工事又は機械器具設置工事）を有していること。 

  イ  平成15年度以降において、国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関発

注工事の元請として、水道施設場内における、仕様書に記す同等設備の施工実

績を有すること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.or.jp/）「入札・契約情報」内の当該

入札公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。

ダウンロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付する

ので、事前に連絡すること（電話(078)431－ 1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに

掲載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合

は、ＦＡＸ（(078)431－ 2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成26年１月14日㈫ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送  信  先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶  回  答  日    平成 26年１月17日㈮に入札公告ページに掲載する。ただし、入

札公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア  郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号） 

  イ  入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ  同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

  エ  建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成26年１月23日㈭まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時    平成26年１月24日㈮ 午前11時 00分から 

 ⑵ 場  所    神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎３階 第１会議室 

 ⑶  開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出するこ

と。 
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本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒 658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話 (078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                        


